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新規採択事業に係る必要性等の明確化 

－平成１８年度－ 

 

平成１９年３月３０日 

 

 個別公共事業については、新規事業採択時評価、再評価及び完了後の事後評価を実施し、行政機関が

行う政策の評価に関する法律第１０条の規定に基づき評価書を作成、公表しているところである。 

 事業評価の実施にあたっては、Ｂ／Ｃだけでなく貨幣換算が困難な効果等を含めて総合的に評価を実

施しているところであるが、さらなる事業評価の厳格な実施の一環として、事業の必要性等をより明確

に示し、アカウンタビリティの向上を図るため、各事業の直轄事業でＢ／Ｃが相対的に低い新規採択事

業については、より詳細な評価結果（以下、個票）についても、評価書と同時に公表することとする。

なお、上記以外の個票についても、随時ホームページにて公表する。 

 

 

○ 個票を公表する事業 

 

【公共事業関係費】 

【河川事業】 

（治水事業（直轄）） 

大和（上老松）土地利用一体型水防災事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

（環境整備事業等（直轄）） 

九頭竜川直轄総合水系環境整備事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

最上川中流消流雪用水導入事業（岩ヶ袋地区：直轄） ・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

 

【ダム事業】 

（直轄事業等） 

鶴田ダム再開発事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

 

【海岸事業】 

（直轄事業） 

新潟海岸直轄海岸保全施設整備事業（金衛町工区・延伸） ・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 

 

【道路・街路事業】 

（直轄事業等） 

一般国道 272 号 上別保道路 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 

一般国道 101 号 鰺ヶ沢道路 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

一般国道 19 号 桜沢改良 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 

一般国道 169 号 奥瀞道路（Ⅱ期） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

一般国道 9号 鳥取西道路（Ⅱ期） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 

一般国道 212 号 三光本耶馬渓道路 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 

一般国道 205 号 針尾バイパス ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 
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【港湾整備事業】 

（直轄事業） 

苫小牧港 東港区中央水路地区 多目的国際ターミナル改良事業（耐震） ・・・・・・・・ １５ 

長崎港 小ヶ倉柳地区 ターミナル再編事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

 

【空港整備事業】 

（直轄事業） 

稚内空港就航率改善事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

 

【航路標識整備事業】 

釜蓋瀬灯標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 

 

【その他施設費】 

【官庁営繕事業】 

小樽地方合同庁舎 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 



箇所名：大和（上老松） 土地利用一体型水防災事業
や ま と じ よ ろ ま つ

１．事業の概要

１）位 置：愛媛県大洲市長浜町上老松
え ひ め け ん お お ず し な が は ま ち よ う じ よ ろ ま つ

２）河川名：肱川水系肱川
ひ じ か わ す い け い ひ じ か わ

３）諸 元：築堤護岸 ：８８０ｍ
嵩上げ盛土：５４０ｍ

４）総事業費：約４５億円

２．目的、必要性

１）目 的： 浸水被害の解消輪中堤宅地嵩上げ併用方式による

２）必要性：
狭隘な地形に県道、ＪＲが縦断し、川際まで人家が張・当箇所は、無堤地区で、

り付くという地形条件の中、堤内地盤高がＨＷＬより２～３ｍ程度低く洪水の度
に浸水被害を受ける箇所であり、早急な改修が必要である。当地区で築堤を行っ
た場合、約５０棟の家屋移転を余儀なくされ、地域社会が成り立たなくなるため、
宅地嵩上げ方式による改修を実施する必要がある。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
６１億円 ４１億円 １．５

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】被害防止便益：61億円
【主な根拠】浸水軽減戸数：58戸、浸水軽減面積：4.5ha

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

災害発生時の影響 過去（近１０年）の災害実績

最大孤立 交通遮断浸水戸数 軒下浸水 農地面積 重要公共 災害弱者 浸水回数 最大浸水 最大軒下 最大浸水 避難勧告 重要公共 災害弱者

戸数 （回） 時間（戸） 戸数 (ha) 施設数 施設 （回） 戸数 浸水戸数 農地面積 施設 施設

（戸） (ha)

58 23 2 2 無 2 12 - - 0.2 無 1 無 14

事業の緊急度 災害の危険度 水系上 地域開発の程度 情報提供

重要

被害実績 水防活動 現在流下能 現状の安 災害危険 高齢化率 構造物経 上流区域 想氾区域 流域内開発 ハザード

(回) 力の割合 全度 区域 (％) 過年数 の浸水戸 内宅地予 予定面積 マップの

数 定面積 (ha) 公表

(ha)

有 - 0.63 無 28 - 6,798 4 98 有15年未満

５．日程・手続き
平成１９年度 用地買収に着手予定。

６．関係者の意見
地元住民は、宅地嵩上げ方式による改修を強く望んでいる。
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箇所名：九頭竜川直轄総合水系環境整備事業
く ず り ゅ う が わ

１．事業の概要

１）位 置：福井県福井市、坂井市、吉田郡永平寺町
ふ く い け ん ふ く い し さ か い し よしだぐんえいへいじちょう

２）河川名：九頭竜川水系九頭竜川
くずりゅうがわ くずりゅうがわ

３）諸 元：河道掘削、魚道設置、モニタリング等

４）総事業費：約１５億円

２．目的、必要性

１）目 的：九頭竜川の自然環境の保全・再生

２）必要性：
・九頭竜川は、下流部の抽水植物帯や周辺の湿地帯、中流部の砂礫河原な

ど良好な生息空間を有し、また、九頭竜川と支川や水路を通じた流域の
生息空間との連続性により、豊かな生態系が形成されていた。しかし、
流域の開発や河川の治水対策、利用のための整備などによって良好な環
境が失われつつある。このため天然記念物地域指定を受けている中流部
の「アラレガコ生息地」や下流部の「日本の重要な湿地５００」として
環境省が指定している湿地の良好な環境を保全し、これまでに失われた
環境の再生を行う必要がある。

３．費用効果分析の結果
「河川に係る環境整備の経済評価の手引き（試案）」に基づき、ＣＶＭ（支払
意思額）から分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
２８億円 １３億円 ２．２

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】自然環境の保全・再生の効果による便益：28億円
【主な根拠】受益世帯数125,659世帯

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１９年度 自然再生検討委員会設置、実施設計着手予定。

６．関係者の意見
当該地域は、九頭竜川水系河川整備計画策定において九頭竜川流域委員会や住
民説明会時に、直轄管理区間における自然再生への早期達成の意見がある。

自 然 環 境

生 態 系 の 多
様 性

希 少 種 の 有
無

自 然 環 境 の 状 況 地 域の 要 望 緊 急 性

現 在 は 生 態
系 が 悪 くなっ
てい る

アラレガ コ、
オ オ ヒシク
イ、コアジサ
シ 、マコモ等
の 希 少 種

樹 林 化 、砂 礫 河 原 の
減 少 、浅 場 の 減 少 、
瀬 ・淵 の 減 少 、本 川 と
支 川 との 不 連 続

愛 鳥家 や 漁
業 団体 か ら要
望 を受 け てい
る

河 川 環 境 の 悪 化 に より鳥 類 や
魚 類 減 少 や 伝 統 文 化 継 承 の
必 要 性 などか ら関 係 機 関 と連
携 した 計 画 で早 急 に 実 現 する
必 要 が あ る

市 町 村 と連 携
した 計 画 が あ
る

水 系 全 体 の
優 先 度
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箇所名：最上川中流消流雪用水導入事業（岩ヶ袋地区）
いわがぶくろ

１．事業の概要

１）位 置：山形県北村山郡大石田町
やまがたけんきたむらやまぐんおおいしだまち

２）河川名：最上川水系最上川
もがみがわすいけいもがみがわ

３）諸 元：形 式：揚水機場１式、ポンプ設備１式、電気室１式他
規 模：０．６m /s3

４）総事業費：約５．０億円

２．目的、必要性

１）目 的：消流雪用水の確保

２）必要性：
当該箇所は、特別豪雪地帯に指定され、地域の高齢化率も高く、雪害に・
よる事故や死傷者が発生しており、また、重要公共施設も複数存在する箇
所となっている。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
１２億円 ５.１億円 ２．４

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】除排雪作業の軽減、走行時間短縮等による便益：12億円
【主な根拠】受益世帯数：219世帯

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１９年度 実施設計着手予定。

６．関係者の意見
流雪溝計画はあるものの、消流雪用水の確保に苦悩していることから、

住民および大石田町からの当該事業に対する要望が非常に強い。

対象区域内
人口

積雪指数 重要公共施設
災害弱者施

設
高齢化率

特別豪雪地帯、
豪雪地帯

810 9,154

主要道路：１路線
鉄道：１路線
学校：２棟
その他公共施設：４棟

保育園：１棟 26.2 特別豪雪地帯

住民生活
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箇所名：鶴田ダム再開発事業（直轄河川総合開発事業）
つ る だ

１．事業の概要
１）位 置：鹿児島県薩摩郡さつま町

さつまぐん

２）河川名：川内川水系川内川
せんだいがわ せんだいがわ

３）諸 元：（既設ダム）
・型 式：重力式コンクリートダム ・堤 高：１１７．５ｍ

３・堤 頂 長：４５０ｍ ・総貯水容量：１２３，０００千ｍ
２・湛水面積：３．６１km

事業内容
・利水容量（発電）等を洪水調節容量に振り替え、洪水調節容量を増量
・洪水調節機能の強化のための洪水吐の新設、減勢工の改造

４）総事業費：約４６０億円

２．目的、必要性

１）目 的：
・洪水調節

２）必要性：
・川内川においては、平成５年８月、平成９年９月の洪水において甚大な被害を
受けている。

さらに、今年７月の洪水では、戦後最大となる床上浸水１，８４８戸、床下浸
水 ４９９戸の甚大な被害が発生するなど洪水被害が頻発しており、地域住民よ
り早急な治水対策が望まれている。

３．費用効果分析の結果
治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
６２０億円 ４０１億円 １．６

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】被害防止便益：620億円
【主な根拠】浸水軽減戸数：118戸、浸水軽減面積：24.4ha

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１９年度 新規建設事業着手

６．関係者の意見
鹿児島県をはじめさつま町、薩摩川内市より治水面からダム再開発の強い要望が

ある。

浸水戸数
(戸 )

床上浸水
戸数
(戸 )

農地浸水
面積
(ha)

重要公共
施設数

災害弱者
関連施設

被災頻度
(回 )

浸水戸数
(戸 )

床上浸水
戸数
(戸 )

10,007 9,364 347 35 有 4 1,262 913

被害実績 水防活動
現況流下

能力の割合
治水安全度

(年 )

災害危険
区域等の

指定

高齢化率
（％）

想定氾濫
区域内

宅地予定
面積 (ha)

流域内
開発予定
面積 (ha)

有 有 0.6 20 無 29 1,400 1,400

渇水影響
人口
(人）

生活・社会活
動への影響
（取水制限

日数 )

被災頻度
（のべ回数 )

渇水影響
人口
(人 )

取水制限率
（最大
値％）

生活・社会活
動への影響
（取水制限
累計日数 )

給水車出動

- - - - - - -

有

- -

事業の緊急度 (近 3年 ) 地域開発の状況災害の危険度

高齢化率
（％）

- -

地域開発計画

渇水に対する
利水安全度

（ 10年間での
想定発生回数）

災害の危険度 地域開発の状況

過去 (近 10年 )の災害実績

災害弱者
関連施設等

有

重要公共
施設

有

避難勧告

有

情報提供の状況

洪
水
被
害

渇
水
被
害

ハザードマップの
公表

渇水発生

農地浸水
面積
(ha)

1,145

災害発生時の影響 過去 (近 10年 )の災害実績

災害発生時の影響

事業の緊急度 (近 3年 )
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箇所名：新潟海岸直轄海岸保全施設整備事業（ ）金 衛 町工区・延伸
にいがた きんえいちょう

１．事業の概要

１）位 置：新潟県新潟市

２）延 長：約２．９km

３）総事業費：約１９５億円

２．目的、必要性

１）目 的：抜本的な侵食対策による国土の保全

２）必要性：
・新潟海岸金衛町工区は海岸侵食が著しく、海底地形の侵食傾向が沖合に

も進行し、施設災害が頻発している。海岸侵食による新潟市街地への影
響が甚大となるおそれがあることから、広域にわたる侵食抑制と砂浜安
定化を図るため、直轄海岸保全施設整備事業により、抜本的な保全対策
を実施する必要がある。

３．費用効果分析の結果
海岸事業の費用便益分析指針に基づいて分析

便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）
１，２６１億円 １３３億円 ９．５

便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠
【内訳】浸水防護便益：1,007億円、侵食防護便益：254億円
【主な根拠】浸水戸数：3,810戸、浸水面積：237ha

４．検討
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。

５．日程・手続き
平成１９年度事業着手

６．関係者の意見
新潟県及び新潟市より、直轄事業区間の延伸により早急且つ確実な実施に

ついて強い要望がある。

災害発生時の影響 過去の災害実績 災害発生の危険度 地域開発等の程度
地域の
協力体制

事業の
緊急度

災害時
の情報
提供体
制

関連事
業との
整合

汐見台地
域全体の
戸数の
50％以上
流出

離岸堤の沈
下・護岸の

欠壊
約140m

新潟西港防波
堤並びに信濃
川河川供給土
砂の減少

新潟県の地
域振興計画
に位置づけ

砂浜の
減少に
よる海
水浴客
の減少

ボラン
ティアに
よる清掃
活動を毎
年実施

離岸堤
の沈下

新潟市
水族
館、西
海岸公
園が整
備され
ている

愛護・防
災等の活
動状況

過去3箇
年の災
害実
績、避
難勧告
の有無

ﾊｻﾞｰﾄﾞ
ﾏｯﾌﾟの
整備・
公表の
有無

関連計
画の整
備状況

当該地域
に対する
影響

広域的
な影響

激甚災
害の発
生

過去１０年
間の災害実

績

年間侵
食速度
（大）

汀線後
退量
（大）

災害の
危険性
の高い
自然条
件

沿岸漂砂・土
砂供給源の現

状

地域の振興
計画への位
置付け

侵食の
進行が
地域発
展の制
約
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新規事業採択時評価結果（平成１９年度新規事業化箇所） 
 
事業の概要 
 

事業名 
釧路中標津
くしろなかし べ つ

道路（一般国道２７２号） 

上
かみ

別
べっ

保
ぽ

道路 

事業 
区分 

一般国道  
事業 
主体 

国土交通省 
北海道開発局  

起終点 
自：北海道釧路

くしろ

郡釧路
くしろ

町上
かみ

別
べっ

保
ぽ

  

至：北海道
かわかみ

川上郡
しべちゃ

標茶町阿歴内
あれきない

  
延長  ７．８ｋｍ 

事業概要  

釧路
くし ろ

中標津
なかしべつ

道路は、釧路
くし ろ

圏の中心都市釧路
くし ろ

市と根室
ね む ろ

圏の経済中心都市中標津
なかしべつ

町を結び、水産業、酪農業などの
地域産業や医療など地域生活を支え、地域間交流に寄与する延長約１００ｋｍの地域高規格道路である。 
このうち上別保

かみべっぽ

道路は、釧路都市圏を迂回する釧路外環状道路と接続し、北海道横断自動車にアクセスする、
釧路
くし ろ

町上別保
かみべっぽ

から標茶
しべちゃ

町阿歴内
あれきない

に至る延長７．８㎞の事業である。 

事業の目的、必要性  

上別保
かみべっぽ

道路は、冬期視程障害など自然災害による通行止めや線形不良などの隘路解消および多発する正面衝突
など重大交通事故や地震被害の対策を目的とし、安全性、確実性の向上による釧路

くし ろ

港、釧路
く し ろ

空港への農水産品物
流の効率化や釧路

くし ろ

圏と中標津
なかしべつ

圏の地域連携強化および救急搬送、世界遺産「知床」への観光ルート等に大きく寄
与するものである。 
全体事業費   約５３億円 計画交通量  ７,１００台／日 
事業概要図  

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

 上別保
かみべっぽ

道路は、釧路港や釧路
くし ろ

空港へのアクセスを確実にし、農水産業の振興とともに、観光産業の支援、釧路

市への通院や買い物等の日常生活など人的交流に大きく寄与することが期待されており、釧根
せんこん

トライアングル整

備構想連絡会議（４市１１町１村）、釧路
くし ろ

地方総合開発促進期成会から早期整備の要望を受けている。 

 
事業採択の前提条件  
 費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 
  

事業評価結果 
 

総費用 ３９億円 総便益 ９１億円 基準年  

Ｂ／Ｃ ２．３  事業費：  31億円 
 維持管理費： 8億円 

 走行時間短縮便益：48億円 
 走行費用減少便益：33億円 

 交通事故減少便益：10億円 
平成 １８ 年 

交通量変動 B/C= 2.6 （交通量 ＋10％） B/C= 2.1 （交通量 －10％） 

事業費変動 B/C= 2.2 （事業費 ＋10％） B/C= 2.5 （事業費 －10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C= 2.2 （事業期間＋20％） B/C= 2.4 （事業期間－20％） 

評価項目 評価 根   拠 

渋滞対策 － 注目すべき影響はない。 

道路線形の隘路解消により、正面衝突事故の減少が見込まれる。 

事故対策 ◎

【致死率】１３.０％と全国直轄国道平均の約１２倍となっている致死率の減少 
※全国直轄国道平均：１.１%、北海道直轄国道平均：２.８%(H16) 

       （＊致死率＝死者数÷発生件数×100） 
その他の特徴：正面衝突事故が約４割を占め、このうち７割が線形不良区間で発生 

冬期間に集中している線形不良区間における正面衝突事故の減少 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

住民生活 ◎ 

【バスの利便性向上】 
唯一の公共交通機関となっているバス路線の定時性、安全性確保（９往復/日） 
【高次医療施設へのアクセス向上】 
釧路・根室管内で唯一存在する第３次医療施設（市立釧路総合病院）へのアクセス 
向上               （中標津町～釧路市 １１６分 → １１３分） 

地域経済 ◎ 
【農水産品の流通の利便性が向上】   （標津町～釧路市 １３６分 → １３３分） 
日本の食料生産拠点から、日本一のシェアを占める農水産品輸送の確実性向上 
（サケ等の水産品：４.５万t/H16、沿線地域の生乳生産量：９０．６万t/H16） 

災 害 ◎ 

【災害に強いネットワークを構築】 
既存林の活用等で地吹雪による視程障害を解消し、冬期交通の利便性の向上 
当該箇所は「日本海溝・千島海溝地震特措法」のエリアにあり、地震被害が集中す 
る現道の軟弱地盤箇所を回避 
緊急輸送道路（北海道緊急輸送道路ネットワーク計画）の確実性向上 

環 境 ○ 【CO2排出量の削減】 CO2：６６０t-CO2/年の削減  

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ◎ 【観光産業の促進】             （釧根圏観光入込み数９４５万人） 
世界自然遺産「知床」への観光アクセスルートの安全性、確実性の向上 

事業実施環境 ○ 
【高速自動車国道と一体となった高速交通体系の構築】 
 釧路外環状道路と接続し、北海道横断自動車道（根室線）と一体となった高速 
交通ネットワークのアクセス強化が図られる。 

 
採択の理由 
 費用便益比が２．３と費用が便益を上回っており、事業採択の前提条件が確認できる。  
また、当該事業区間に多数存在する隘路区間を解消することによる交通事故の削減や、冬期における安全性の向
上、救急医療への貢献、甚大な被害をもたらす大地震への対応など、当該事業の必要性・効果は高いと判断できる。 
以上より、本事業を採択した。 

 

担 当 課：道路局国道・防災課 
担当課長名：木村 昌司     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
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新規事業採択時評価結果（平成19年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 一般国道１０１号 鰺ヶ沢
あじがさわ

道路 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

東北地方整備局 

起終点 
自：青森県つがる市木造

きづくり

越水
こしみず

 

至：青森県西津軽
にしつがる

郡
ぐん

鰺ヶ沢町
あじがさわまち

大字
おおあざ

舞戸町
まいとまち

 
延長  ３．７ｋｍ 

事業概要  

津軽
つ が る

自動車道は、青森県青森市
あおもりし

浪岡
なみおか

～青森県西津軽郡
にしつがるぐん

鰺ヶ
あ じ が

沢町
さわまち

に至る延長約４０ｋｍの一般国道の自動車専

用道路である。 

鰺ヶ沢道路は、津軽自動車道の一部を構成する延長３．７ｋｍの自動車専用道路である。 

事業の目的、必要性  

鰺ヶ沢道路は、一般国道１０１号の線形隘路の解消、夏期の海水浴客による交通混雑の緩和、事故の減少や

災害時の代替機能の確保を図るとともに、地域間の交流・連携の活性化に大きく寄与するものである。 

 

 

全体事業費 ５５億円 計画交通量 １０，２００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

 鰺ヶ沢道路は、一般国道１０１号の線形隘路の解消、夏期の交通混雑の緩和、事故の減少や災害時の代替機

能の確保を図るとともに、地域間の交流・連携の活性化に大きく寄与することが期待されており、鰺ヶ沢町長

をはじめとする３市５町の首長で構成される津軽自動車道建設促進期成同盟会より早期整備の要望（平成１８

年１２月１９日）を受けている他、多くの団体等から同様の要望を受けている。 

 
事業採択の前提条件  

 費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

  

 

事業評価結果 
 

総費用 ６０億円 総便益 １２８億円 基準年  費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ ２．１ 
事業費：     ４４億円 

維持管理費：   １７億円 

走行時間短縮便益：１０４億円 

走行費用減少便益： １６億円 

交通事故減少便益：  ９億円 
平成１８年 

評価項目 評価 根拠 

夏期海水浴による渋滞を大幅に解消する。 

（現況：最大渋滞長 L=1,500m、通過時間 １８分） 

渋滞対策 ○ 
【渋滞状況】 夏期海水浴客による渋滞（最大渋滞長 L＝1,500m、通過時間 約18分） 

 

【夏場の海水浴客】 年間３２万人（青森県全体の海水浴客の約4割を占める。） 

 

【夏期の交通状況】 海水浴シーズンは、通常時の1.5～1.6倍の交通量 

          渋滞長が1,000m超える時間帯が５時間連続し、平均旅行速度が16.1km/hと低い。 

青森県内平均死傷事故率の2倍以上が含まれている当該区間の事故の減少が見込ま

れる。（現況：約313件/億台キロ（冬期）） 

事故対策 ○ 【死傷事故率】 約313件/億台㌔（現況）［死傷事故率比（県内交差点部平均）＝4.１］ 
※当該区間に並行する一般国道101号における最大死傷事故率

【事故率曲線】 青森県内直轄国道区間における死傷事故率の中で、上位１割に含まれる。 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

住民生活 ◎
高次医療施設へのアクセス向上 

（三次医療施設青森県立中央病院への搬送時間短縮に寄与する道路である：鰺ヶ沢町役場～

青森県立中央病院の所要時間 61分→58分（60分カバー圏域）） 

地域経済 ○
農林水産品の流通の利便性が向上 

（隘路区間が解消され、鰺ヶ沢漁港（ヤリイカ、ブリ）から札幌市場への円滑な輸送を支援、

物流の利便性向上が見込まれる。（R＜150m ２箇所、視距不足 ４箇所）） 

災 害 ◎

代替路線の確保 

（一般国道１０１号の通行止め時における代替路線機能を有する路線であり、津波・土砂災

害等の災害発生時における大幅な迂回・孤立化を解消する：孤立人口 約1万1千人（5割）

解消） 

環 境 － 注目すべき影響はない。  

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○

日常活動圏中心都市へのアクセス向上 

（鰺ヶ沢町から日常活動圏中心都市である五所川原市へのアクセス向上が見込まれる路線で

ある。：鰺ヶ沢町から五所川原市所要時間34分→31分、五所川原市への通勤通学者数は年々

増加：鰺ヶ沢町→五所川原市1.1倍 H12国勢調査 伸び：H12/H2） 

 

事業実施環境 － 注目すべき影響はない。 

 

採択の理由 
 費用便益比が２．１と便益が費用を上回っていることから事業採択の前提条件が確認できる。 

 また、線形隘路区間の改善により交通事故の減少、西北五地域の３次救急医療施設への搬送など改善が見込ま

れ、かつ日本海中部地震と同程度の地震が発生した場合、津波浸水による大幅な迂回・孤立化を解消する当該事

業の整備の必要性・社会全体への効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業を採択した。 
 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：木村 昌司      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

鰺ヶ沢道路 
青森県 

秋田県 岩手県

一般国道１０１号 

19

（起） （終）

T’05=10,883 台/24h

 

一般国道１０１号 

鰺ヶ沢町

13,551 人 鰺ヶ沢バイパス 

※H17道路交通センサス 

T’05=8,500 台/24h

 

ＪＲ五能線 
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新規事業採択時評価結果（平成19年度 新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 一般国道１６９号 奧
おく

瀞
どろ

道路（Ⅱ期） 
事業 

区分 
 一般国道 事業 

主体 

 国土交通省 
近畿地方整備局 

起終点 
自：和歌山県新宮

しんぐう

市熊野川町
くまのがわちょう

玉置口
たまきぐち

 
至：和歌山県

わ か や ま け ん

新宮
しんぐう

市熊野川町
くまのがわちょう

九重
くじゅう

 
延長 5.2km 

事業概要  

一般国道 169号は、奈良県奈良市を起点として、紀伊半島内陸部を縦貫し、和歌山県新宮市に至る延長 190
㎞の道路であり、奥熊野の日常生活の支えるとともに、観光地アクセスの経路として重要な役割を担っている。

奥瀞道路（Ⅱ期）は、奥瀞道路に続く和歌山県新宮
しんぐう

市熊野川町
くまのがわちょう

玉置口
たまきぐち

から和歌山県新宮
しんぐう

市熊野川町
くまのがわちょう

九重
くじゅう

に至る

延長 5.2kmの道路である。 
事業の目的、必要性  

奧瀞道路（Ⅱ期）は、線形不良区間の解消及び異常気象時通行規制区間を図るとともに奥
おく

熊野
く ま の

へのアクセス

を改善、強化し、地域産業の支援を目的とした道路である。 

 

全体事業費 103億円 計画交通量 2,100～4,000台／日 
事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係する地方公共団体等の意見  

 奥瀞道路（Ⅱ期）は、「国道169号直轄国道工事促進委員会」より、地域間の連携交流を強化し地域経済の活

性化や高齢化社会に向けた福祉・医療面での連携、広域観光の振興、東南海・南海地震時のリダンダンシーの

確保の観点から早期事業化の要望を受けている。 

 
事業採択の前提条件  

 費用対便益：便益が費用を上回っている。 

 

事業評価結果 
 

総費用 79億円 総便益 155億円 基準年  

Ｂ／Ｃ 2.0 事業費： 75億円 

維持管理費： 4億円 

走行時間短縮便益： 147億円 

走行費用減少便益： 7億円 

交通事故減少便益： 1億円 

平成18年 

交通量変動 B/C=1.8 （交通量 -10％） B/C=2.2 （交通量 +10％） 

事業費変動 B/C=1.8 （事業費 +10％） B/C=2.2 （事業費 -10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.8 （事業期間 +20％） B/C=2.1 （事業期間 -20％） 

評価項目 評価 根拠 

 

渋滞対策 － 

【渋滞損失時間の改善】約2.5万人時／年→0万人時／年 

【1kmあたり渋滞損失時間】約0.3万人時／年キロ 

和歌山県平均：約1.6万人時／年キロ（0.2倍） 

全国平均：約2.0万人時／年キロ（0.2倍） 

 

 

事故対策 － 

【死傷事故率】約56件／億台キロ（現況）                 

和歌山県平均：約99件／億台キロ（0.6倍） 

全国平均：約103件／億台キロ（0.5倍） 

 

 

 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 － 注目すべき影響はない 
 

住民生活 ○
高次医療施設へのアクセス向上 

北山村から二次医療施設（新宮市立医療センター）へ約5分の時間短縮（80分→75分） 

地域経済 ◎
隘路区間の解消。 

幅員4m以下の区間2.7km、曲線半径15m未満23箇所、縦断勾配12%以上3箇所 

災 害 ◎
異常気象時における交通規制区間を解消し、災害に強い道路網を構築。 

事前通行止回数７回／（過去５年）、延べ時間240時間／（過去５年） 

環 境 －
注目すべき影響はない 

 
 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
主要な観光地へのアクセス向上 

走行性の向上により、基幹産業である観光産業（北山村：約１０万人）を支援。 

事業実施環境 －
注目すべき影響はない 

 

 

採択の理由 
 費用便益費が 2.0と、便益が費用を上回っている。 
また、当該事業箇所の並行現道に多数存在する隘路区間の解消や異常気象時通行規制区間の解消など当該事業

の必要性効果は高いと判断できる。 
以上より、本事業を採択した。 
 

 
 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：木村 昌司      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

311

168

42

42

42

169

309和歌山県

三重県

奈良県

大阪府

11



新規事業採択時評価結果（平成１９年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

 

事業名 一般国道９号 鳥取
とっとり

西
にし

道路（Ⅱ期） 
事業 

区分 
 一般国道 

事業 

主体 

 国土交通省 

 中国地方整備局 

起終点 
自：鳥取

とっとり

県鳥取
とっとり

市松原
まつばら

 

至：鳥取
とっとり

県鳥取
とっとり

市気高町
けたかちょう

下坂本
しもさかもと

 
延長    ５．９㎞ 

事業概要  

一般国道９号は、京都市から下関市に至る延長約６４５kmの主要な幹線道路である他、周辺地域の社会基盤を

担う重要な路線である。 

鳥取西道路（Ⅱ期）は、一般国道９号の交通隘路区間の解消及び交通安全の確保を目的として計画された鳥取
とっとり

県鳥取
とっとり

市松原
まつばら

から鳥取
とっとり

県鳥取
とっとり

市気高町
けたかちょう

下坂本
しもさかもと

に至る延長５．９kmの道路である。 

 

事業の目的、必要性  

一般国道９号は、鳥取
とっとり

県の東西方向を連絡する唯一の主要幹線道路であるが、朝夕をはじめ観光シーズンに

深刻な交通渋滞が発生している。また、平面線形、縦断線形が悪いことから、事故や冬期の積雪・凍結時には、

交通機能の著しい低下や一般国道９号に代わる代替路線がないことから、これらを解消・連携する道路の整備

が急がれる。 

このような状況を背景に鳥取西道路（Ⅱ期）は、他の幹線道路と一体となって広域交通を分担し、交通混雑・

障害の解消や代替路線の確保による交通機能の向上・防災危機管理の充実・救急医療水準の向上を行うものであ

る。また、鳥取県東部地域の産業振興や観光開発に資するとともに、生活圏域の拡大など地域の活性化を図るも

のである。 

全体事業費  ２４７億円 計画交通量 １８，２００ 台／日 

事業概要図  

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

 鳥取市長など１０市町村の首長で構成される国道９号整備・山陰自動車道建設促進鳥取県期成会など 

複数の団体から要望を受けている。 

 
事業採択の前提条件  

 費用対便益 ：便益が費用を上回っている 

 手続きの完了：都市計画決定（平成１７年６月２１日） 

 

事業評価結果 

 

総費用 ２２２億円 総便益 ４８８億円 基準年  

Ｂ／Ｃ ２．２ 
事業費：      １９８億円 

維持管理費：    ２４億円 

走行時間短縮便益： ４１３億円

走行費用減少便益：   ５６億円 

交通事故減少便益：   １９億円

平成１８年 

交通量変動 B/C= １．８ （交通量 －１０ ％） B/C= ２．６ （交通量 ＋１０ ％） 

事業費変動 B/C= ２．４ （事業費 －１０ ％） B/C= ２．０ （事業費 ＋１０ ％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C= ２．４ （事業期間 －２０  ％） B/C= ２．０ （事業期間 ＋２０  ％） 

評価項目 評価 根拠 

渋滞を解消する。（渋滞損失時間の改善）約 114.6万人時／年⇒約 56.3万人時／年（H42）

渋滞対策 ○ 

【渋滞損失時間】県内センサス区間の上位２割に含まれる。約30．1万人時／年（H16） 

全国上位２割 ：約    173.6万人時／年（H16） 

県内上位２割 ：約     8.4 万人時／年（H16） 

【1kmあたり（台kmあたり）渋滞損失時間】約 9万人時／年km 

(県内上位2割)約1.7万人時／年km（H16） 

【渋滞度曲線】鳥取県内センサス区間の上位２割に含まれる 

【主要渋滞ポイント】溝川交差点、白兎海岸周辺が存在し、東西唯一の幹線道路で渋滞ポイントが

連続し、慢性的な渋滞が発生。 

当路線の死傷事故の改善が予想される。 

事故対策 ○ 
【死傷事故率】（単路部）124.6件/億台キロ，（交差点部）280.2件/億台キロ（H12～H15） 

全国平均：（単路部）48.2件/億台キロ，（交差点部）83.1件/億台キロ 

【事故率曲線】全国直轄道路単路・交差点における死傷事故率平均以上の区間が存在する。 

【その他の特徴】当区間現道部の白兎海岸周辺は死傷事故率が全国平均値よりも高く、当道路の整

備により交通量の転換が進むことで、その改善が予想される。 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 －  

住民生活 ○
鹿野・気高方面から鳥取市街地への通勤円滑化が図られる。 

（鳥取市鹿野町～鳥取駅(30分→22分)） 

地域経済 ○
港湾の利便性向上、農林水産品（梨、スイカ等）の流通の利便性向上が図られる。 

（鳥取市鹿野町～重要港湾鳥取港(29分→21分)） 

災 害 ○ 一般国道９号において、冬季の積雪凍結や事故による全止め時の代替路線が形成される。 

環 境 ○
大型車の転換により現道の騒音・振動・大気汚染物質の低減化が図られる。 

当該区間の夜間の騒音：73dB （環境基準：夜間65dB を超える。） 
 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
広域合併（鳥取市、青谷町、気高町、鹿野町、河原町、佐治村、用瀬町、国府町、福部村）

に伴う鳥取市街地へのアクセス支援となる。 

事業実施環境 ○
鳥取県の鳥取県東部地方拠点都市地域アクションプログラム（Ｈ７）に位置づけられている

事業である。 

 

 

採択の理由 
 費用便益比が２．２と、便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定されていることから、事業採択の

前提条件が確認できる。 

 また、交通渋滞の緩和、及び物流の効率化が図られる等、事業の効果は高いと判断できる。 

 以上より、本事業を採択した。 

 

担 当 課：道路局国道・防災課  

担当課長名：木村 昌司      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
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新規事業採択時評価結果（平成１９年度） 

事業の概要 

 

事業名 一般国道212号 三光本耶馬溪道路 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

九州地方整備局 

起終点 
自：大分県中津

な か つ

市三光
さんこう

西秣
にしまくさ

 

至：大分県中津
な か つ

市本耶馬溪
ほ ん や ば け い

町落合
お ち あ い 延長  １２．８ｋｍ 

事業概要  

中津日田道路は、東九州自動車道と九州横断自動車道とを連結する延長約６０ｋｍの地域高規格道路である。

三光本耶馬溪道路は、中津日田道路の一部区間を形成する延長約１３ｋｍの道路であり、現在整備中である東

九州自動車道や中津三光道路・本耶馬溪耶馬渓道路等と一体となって広域的なネットワークを形成し、物流の

効率化や地域観光産業の振興などの地域活性化に資する自動車専用道路である。 

 

事業の目的、必要性  

一般国道２１２号は、重要港湾中津港と日田地域及び九州西岸地域とを結ぶ幹線道路であり、近年、北部九

州への集積が著しい自動車関連産業を支えるとともに、年間１７０万人が訪れる耶馬溪・本耶馬溪地域の観光

産業や沿線地域の生活を支える重要な路線となっているが、当該路線は、冬季の積雪や凍結によるチェーン規

制の影響を受けやすく、台風や大雨等による災害も多発し、また、観光シーズンには各所で著しい交通渋滞が

発生するなど安全性・信頼性・定時性が低下し幹線道路としての機能低下が大きな課題となっている。 

 

全体事業費   ４２６ 億円 計画交通量 13,300～14,600 台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

 大分県知事並びに中津日田間地域高規格道路促進期成会（会長：中津市長）により、国土交通省本省、九州

地方整備局に対し毎年３回程度の整備促進要望を受けている。 

 
事業採択の前提条件  

便益が費用を上回っている 

円滑な事業執行の環境が整っている 

 

 

 
 

総費用 ３５２億円 総便益 ６０５ 億円 基準年  

全体事業費 

Ｂ／Ｃ 
１．７ 事 業 費： 344億円 

担 当 課：道路局国道・防災課 

担当課長名：木村 昌司     

 

維持管理費： 9億円 

走行時間短縮便益：491億円 

走行費用減少便益： 82億円 

交通事故減少便益： 31億円 

平成１８年 

交通量変動 Ｂ/Ｃ  （交通量   -10％） Ｂ/Ｃ （交通量   +10％） 

事業費変動 Ｂ/Ｃ （事業費   +10％） Ｂ/Ｃ （事業費   -10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果

事業期間変動 Ｂ/Ｃ （事業期間  +20％） Ｂ/Ｃ （事業期間  -20％） 

評価項目 評価 根拠 

渋滞損失時間の軽減が見込まれる。 

渋滞対策 ○ 
【渋滞損失時間の改善】   並行区間：約15.1万人時間／年 

削減量：約11.8万人時間／年（約15.1→約3.3万人時間／年） 

【1kmあたり渋滞損失時間】  並行区間：約3.8万人時間／㎞年 

 

事故の減少が見込まれる。 

事故対策 ○ 【死傷事故率】  単路部   約67.3件/億台キロ（現況） 〔大分県平均比：約1.9倍〕 

         交差部  約251.7件/億台キロ（現況） 〔大分県平均比：約3.7倍〕 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

住民生活 ◎
中津～日田間の所要時間が短縮され、地域活性化に寄与する。 

（日田市から中津市へ５分の短縮：54分⇒49分） 

地域経済 ◎
重要港湾中津港へのアクセス性向上及び定時性が確保されることにより物流の効率化が図られ

産業活動の活性化に寄与する。 

（日田ＩＣ～中津港へ２２分の短縮：64分⇒42分） 

災 害 ◎
災害時の代替路が確保される。 

（災害時の迂回解消で３６分の短縮：85分⇒49分） 

環 境 － 注目すべき影響はない。 

事
業
の
影
響 

三光本耶馬渓道路 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ◎

大分空港からのアクセス性が向上し、産業観光の促進による交流人口の拡大が期待される。 

（大分空港～旧本耶馬渓町へ１３分短縮：67分⇒54分。主要な観光地である耶馬渓・本耶馬

渓地域［年間観光入込客数＝１７０万人］へのアクセス性が向上し、新たな観光ルートの形

成が図られ、地域の活性化に大きく貢献する。） 

事業実施環境 ○
大分県知事並びに中津日田間地域高規格道路促進期成会から積極的な要望を受けており、地元

の期待も大きい。 

東九州自動車道(H28供用)との一体的な整備を行い、広域的な高速ネットワークを構築。 

採択の理由 

費用対便益は、１．７と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件は確認できる。 

この道路整備により現況の交通混雑の緩和、道路の信頼性や走行性の改善を行うことで、物流輸送の効率化、沿

線地域の社会文化、経済活動の活性化が図られ、その整備効果は高いものと判断される。 

以上より本事業を採択した。 
 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
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新規要求箇所評価結果（平成１９年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

 

事業名 一般国道２０５号 針
はり

尾
お

バイパス 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

九州地方整備局 

起終点 
自：佐

さ

世
せ

保
ぼ

市
し

有
あり

福
ふく

町
ちょう

 

至：佐
さ

世
せ

保
ぼ

市
し

南風崎
は え の さ き

町
ちょう 延長 ４．６km 

事業概要  

一般国道２０５号針尾バイパスは、長崎県佐世保市大塔町を起点とし、同市南風崎町に至る延長５．９kmのバ

イパスである。 

復活区間は暫定２車線供用区間であり、針尾バイパス南側の佐世保市有福町から佐世保市南風崎町を結ぶ延

長４．６ｋｍの区間である。 

事業の目的、必要性  

針尾バイパスは、佐世保市南部の慢性的な交通渋滞の緩和及び西九州自動車道へのアクセス向上などを目的

とする道路である。 

針尾バイパスが存在する佐世保市は県北地域の中心的都市であり、求心的な通勤圏、買物圏が形成されている

ため、針尾バイパスの交通量は年々増加しており、旅行速度の低下も著しく(混雑時15.1km/h)、朝夕には江上交

差点で渋滞が発生(最大渋滞長490m)する等走行水準は低下し、容量不足(混雑度2.28)の状況である。一方、針尾

バイパス周辺では、西九州自動車道の佐世保道路及び佐々佐世保道路(H21～H22年度供用目標)、地域高規格道路

の指方バイパス及び小迎バイパス(H22年度供用目標)の整備が進んでいる事から、西九州自動車道と西彼杵道路

を連絡する針尾バイパスの４車線化はこれら地域の問題解決に重要な役割を果たすことが期待されており、沿線

地域の社会経済活動を支援するうえで重要な路線である。 

全体事業費      ９６億円 計画交通量 ３６，４００台／日 

事業概要図  

                 

                 

                 

 
関係する地方公共団体等の意見  

国道２０５号整備促進協議会（会長：佐世保市長）より、九州地方整備局、長崎河川国道事務所に対し、整

備促進の要望活動が行われている。 

※平成 4 年 1 月に国道 205 号周辺の自治体にて発足（構成市町：1 市 3 町） 

 
事業採択の前提条件  

費用対便益：便益が費用を上回っている。 

手続き関係：都市計画決定済（昭和 52.5.24） 

事業評価結果 

 

担 当 課：道路局国道・防災課 

担当課長名：木村 昌司     

 

総費用 ９４億円 総便益 ２１１億円 基準年  

Ｂ／Ｃ ２．３ 
事業費：    ７７ 億円 

維持管理費：  １６ 億円 

走行時間短縮便益：１９９億円 

走行費用減少便益：  ５億円 

交通事故減少便益：  ７億円 

平成１８年 

交通量変動 B/C= （交通量   ％） B/C= （交通量   ％） 

事業費変動 B/C= （事業費   ％） B/C= （事業費   ％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C= （事業期間   ％） B/C= （事業期間   ％） 

評価項目 評価 根拠 

渋滞損失時間の減少が見込まれる。 

渋滞対策 ○ 
【渋滞損失時間の改善】 並行区間：12.3万人時間／年（現況） 

削減率 ：100%（12.3万人時間／年→0万人時間/年） 

【1kmあたり渋滞損失時間】 並行区間：2.1万人時間／年（現況） 

              

事故により事故の減少が見込まれる。 

事故対策 ○ 
【死傷事故率】単路部： 64.8件／億台km（死傷事故率比1.6倍） 

       交差部：276.4件／億台km（死傷事故率比3.1倍） 

 

【その他の特徴】江上交差点が事故危険箇所に指定 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 － 注目すべき影響はない 

住民生活 ◎
公共公益施設の利便性向上 

（佐世保市～西海市間：約13分短縮(約62分 → 約49分)） 

地域経済 ◎
佐世保大塔ＩＣへのアクセス性向上による物流効率化の支援 

（佐世保大塔IC～西海市間の所要時間が約9分短縮(約47分→約38分)、西海市・川棚町方

面と佐世保市及び福岡方面の時間短縮を図り物流の効率化を支援） 

災 害 ○ 信頼性の高い緊急輸送道路１次ネットワークとしての機能強化が図られる。 

環 境 ○ 走行性の向上に伴い自動車からのCO２排出量が9,573ｔ-CO２/年抑制される。 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ◎
主要観光地である西海パールシーリゾート［観光入込客数121万人］とハウステンボス［観光

入込客数201万人］間の所要時間が約16分短縮（約43分→約27分） 

佐世保ﾆｭｰﾃｸﾉﾊﾟｰｸ(仮称)へのアクセス向上(佐世保大塔ICからの所要時間が約６分短縮) 

事業実施環境 ○
国道２０５号整備促進協議会から要望活動が行われている。 

昭和５２年５月２４日 都市計画決定済み 

 

採択の理由 
費用対便益が２．３と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件が確認できる。 

針尾バイパスの整備により走行性が向上し、所要時間の短縮による物流の効率化、主要観光地間の所要時間短縮

による沿線地域の活性化が図られるとともに、交通事故の減少や歩行者の安全性の向上も期待される事から、当該

事業の必要性・効果は高いものと判断される。 

 以上により、本事業を採択した。 
 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
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平成 18 年度

（  ）

環境

貨幣換算が困難な
効果等による評価

　当該事業を実施することにより、港湾物流の円滑化に対応し、輸送コストの削減が図られる。更に、地震時に
おいて周辺岸壁が被災した場合に一般貨物（コンテナ、バルク貨物）の輸送機能を確保することで経済活動を
継続的に行うことが可能となるとともに、当該施設の被害を回避することが可能となる。

建設期間（+10%～-10%） （ 2.5 ～

2.9 ）

2.6 ）

事業の効果等

建 設 費（+10%～-10%） （ 2.4 ～

～ 2.9 ）
感度分析

事業全体のＢ／Ｃ

需　　要（-10%～+10%） （ 2.3

B:総便益(億円) 226 C:総費用(億円) 87 全体B/C 2.6 B-C 139 EIRR (%)

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成 18

　コンテナ貨物を取り扱う西港区入船ふ頭は、計画取扱貨物量を超え、待船が発生している状況である。現状
を放置すれば、他港へのコンテナシフトを考えざるを得ない。この混雑解消のため、中央ふ頭にコンテナ機能を
移転し、新規岸壁を追加することにより、物流の効率化を図り、国際競争力の向上を目指す。
　併せて、苫小牧港は北海道の約半分の貨物を取り扱う中核港湾であるにも関わらず、耐震岸壁が整備され
ていない。耐震強化を図ることで、大規模地震時における物流機能を維持し経済活動を継続的に確保する。

便益の内訳及び主
な根拠

【内訳】
 輸送ｺｽﾄの削減便益：215億円
 震災時における輸送ｺｽﾄの削減便益：2.1億円
 震災時における施設被害の回避便益：8.9億円
 その他の便益：0.04億円

【主な根拠】
 平成24年度予測取扱貨物量：コンテナ982千トン/年、バルク21千トン/年

年度

総事業費（億円） 99

年度 完了 平成 23事業期間 事業採択 平成 19

主な事業の諸元

岸壁(-12m)（耐震改良）、泊地（-12m)　等

富田　英治

実施箇所 北海道苫小牧市

事業名(箇所名)
多目的国際ターミナル改良事業(耐震)
(苫小牧港 東港区中央水路地区)

担当課 本省港湾局計画課 事業
主体

北海道開発局

担当課長名

　港湾 （　港湾整備事業　） 新規事業採択時評価 個票

総括コメント

○コンテナ貨物量の増大に対応したターミナル整備により、貨物船の混雑が解消されて物流の効率化が図ら
れ、国際競争力が強化されること
○耐震強化岸壁の整備により緊急輸送体制が強化され、震災時においても北海道貨物の約半分を取り扱う中
核港湾として、経済活動を継続的に行うことが可能となること
○費用便益比が2.6と、便益が費用を十分上回っていること
以上より、本事業の実施は妥当である。

 億円うち　港湾整備事業費 65

年度

10.3

目的・必要性

港湾貨物の輸送効率化により、1,858ﾄﾝ-C/年のCO2及び51ﾄﾝ/年のNOxの排出量が軽減さ

れる。

評価の観点 貨幣換算が困難な効果

国際競争力の強
化・物流効率化

安全

背後の荷主等事業者の物流機能の効率化が促進され、輸送の安定性・信頼性の向上を図
ることができるとともに、外貿コンテナの円滑な取扱いが可能となることにより当該港湾の利
便性が高まり、紙・木材製品や自動車部品等の地域産業の国際競争力向上を期待できる。
なお、当該地区の物流機能の効率化に関しては、荷主等事業者からの要望も非常に大き
い。

震災時においても物流機能が確保され、震災後の日常生活や事業活動への不安解消が図
られる。
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平成 18 年度

（  ）

安全

貨幣換算が困難な
効果等による評価

当該事業を実施することにより既存施設の機能維持を図ると共に、既存ストックを有効活用し、物流機能の効
率化が図られる。更に、地震時において周辺岸壁が被災した場合に幹線貨物の輸送機能を確保することで経
済活動を継続的に行うことが可能となるとともに、当該施設の被害を回避することが可能となる。

建設期間（+10%～-10%） （ 2.5 ～

2.9 ）

2.7 ）

事業の効果等

建 設 費（+10%～-10%） （ 2.4 ～

～ 2.9 ）
感度分析

事業全体のＢ／Ｃ

需　　要（-10%～+10%） （ 2.3

B:総便益(億円) 118 C:総費用(億円) 45 全体B/C 2.6 B-C 73 EIRR (%)

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成 18

長崎港において、貨物需要の増大に対応するため老朽化した既存ターミナルを改良し、既存施設の機能維持、
物流の効率化を図り、国際競争力の向上を目指す。さらに、当該岸壁の耐震強化を図ることで、切迫する大規
模地震発生時における物流機能を維持し、地域住民の安全・安心な生活を確保することおよび経済活動を継
続的に行えるようにすることを目指す。

便益の内訳及び主
な根拠

【内訳】
 輸送ｺｽﾄの削減便益：112億円
 震災時における施設被害の回避便益：1億円
 震災時における輸送コストの削減便益：1億円
 その他の便益：4億円

【主な根拠】
 平成25年度予想取扱貨物量：5,125TEU/年、443千トン/年

総事業費（億円） 49

年度 完了 平成 24事業採択 平成 19 年度

主な事業の諸元

岸壁（-12m）（改良）、岸壁（-10m）(改良)、岸壁（-7.5m）(耐震改良)　等

富田　英治

長崎県長崎市

事業名(箇所名)
ターミナル再編事業
(長崎港 小ヶ倉柳地区)

担当課 本省港湾局計画課 事業
主体

九州地方整備局

担当課長名

　港湾 （　港湾整備事業　） 新規事業採択時評価 個票

総括コメント

○貨物需要の増大に対応するため老朽化した既存ターミナルを改良することで施設の機能を維持し、国際競争
力の強化を図る必要があること。
○費用便益比が2.6と便益が費用を十分上回っていること
○地域社会や安全に対する改善効果も大きいと判断できること
以上より、本事業の実施は妥当である。

 億円うち　港湾整備事業費 47

年度

10.5

目的・必要性

実施箇所

耐震強化岸壁の整備により、長崎市を中心として大量の緊急物資の安定的な輸送ルートが
確保されることにより人命被害の回避等、地域住民の生活維持に寄与することができる。

評価の観点 貨幣換算が困難な効果

国際競争力強化・
物流効率化

地域社会

非効率な輸送形態の解消など背後の荷主等事業者の物流機能の効率化が促進され、地域
産業の国際競争力の向上を図ることができる。また、当該地区の既存施設の機能維持、物
流機能の効率化のための改良に関しては、荷主等事業者からの要望も非常に大きい。

背後企業の事業規模が拡大され、新たな雇用創出が期待される。

事業期間
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【 】

貨幣換算が困難な効
果等による評価

信頼性の向上

平成 18 年度

感度分析

事業全体の投資効率
性

基準年度

地域経済への効果

主な事業の諸元

総括コメント

○気象条件の厳しさという地域特有の不利な条件を克服する必要があること
○遠く離れた地域との交流に必要な、地域社会唯一の公共交通手段の信頼性確保が必要であること
○観光産業をはじめ、地域の経済活動への効果が期待されること
○費用便益比が２．０と便益が費用を十分上回っていること
以上より、本事業の実施は妥当である。

その他

8.5B-CB：総便益（億円）

平成１８年度

EIRR（%）2.047

今後稚内市では平成２１年度頃をめどに各種の地域開発事業の完成が予定さ
れていることや、研究施設の建設が計画されていること、サハリンプロジェクトの
後方支援基地となっていることから、本事業の実施によりこれらに関する交流人
口増による効果も見込まれる。

観光事業及び関連事業の通年化による雇用効果がある。

2423

【内訳】
 ①到着予定便のダイバート回避：13億円
 ②到着予定便の欠航回避：5億円
 ③出発予定便の欠航回避：23億円
 ④残存価値：6億円
　
【主な根拠】
 就航率の改善：東京路線における就航率が現状の94.4％から2.8％程度の向上が見込まれる。

C：総費用（億円） B/C

①救済率が+10%となった場合　　B/C：2.2  B-C：28億円　EIRR：9.3%
②救済率が-10%となった場合　　B/C：1.7  B-C：18億円　EIRR：7.5%
③事業費が+10%となった場合　　B/C：1.8  B-C：21億円　EIRR：7.8%
④事業費が-10%となった場合　　B/C：2.2  B-C：25億円　EIRR：9.3%

公共交通機関としての信頼性が確保されることにより、利用者は費用の負担や
移動時間短縮に伴う疲労の軽減、行程変更の煩雑から解放される。

欠航が原因で、稚内訪問を断念していた旅客の稚内訪問が可能となることや、
航空路線の信頼性向上により、従来であれば旅行会社が企画を断念していた
観光ツアーの企画が可能となる。

地域の主要な産業である観光業界への経済効果や関連業界への経済波及効
果がある。

目的・必要性

完了

稚内空港では、冬季の厳しい気象条件の影響により定期便の就航率が低下していることから、利用者は、
非常に時間のかかる他の交通機関を利用せざるを得ない場合がある状況となっている。そこで、冬季の就
航率向上により公共交通機関としての信頼性が求められている。

総事業費（億円） 22

新規事業採択時評価　個票

事業名（箇所名） 稚内空港就航率改善事業

北海道稚内市

事業
主体

北海道開発局
東京航空局

航空局飛行場部計画課

実施箇所

森川雅行

担当課

その他の効果

航空 空港整備事業

事業採択 平成１９年度

滑走路延伸200m×45m（2000m→2200m）等

事業期間 平成２１年度

担当課長名

便益の内訳及び主な
根拠
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海上保安庁（航路標識整備事業）

平成１８年度

実施箇所
事業緒元
事業期間
総事業費（億円）

目的・必要性

便益の内訳
及び主な根拠

基準年度

Ｂ：総便益
（億円）

2.44
Ｃ：総費用
（億円）

0.26 Ｂ／Ｃ 9.57 Ｂ－Ｃ 2.19
ＥＩＲＲ
（％）

58.00

感度分析

事業の効果等

総括コメント

海上保安庁
交通部計画運用課

本事業を実施することにより、本事業周辺海域で通航している年間約10万隻の漁船等の通航時間短縮が見
込まれる。

貨幣換算が困難
な効果等による
評価

項　目

安全性の向上

効率性の向上

効　果

【操船者の心理的負担の軽減効果】
　特に夜間での操船者の心理的負担が軽減される。

【漁業の生産性の向上効果】
　漁場から港までの到達時間や労働時間が短縮されることにより、漁業の生産性が向
上すると期待される。

事業全体の
投資効率性

新規事業採択時評価　個票

長崎県佐賀漁港（釜蓋瀬）

事業主体事業名（箇所名） 海上保安庁釜蓋瀬灯標（長崎県）
担当課

担当課長名 一藁 勝

　釜蓋瀬（かまぶたせ）は、長崎県の対馬東海岸中部域にある第二種漁港である佐賀漁港の沖合い約２ｋｍ
に所在する岩礁で、この付近海域は、イカ釣り漁や定置網漁を主体とする漁業が盛んに営まれているととも
に、近隣の櫛、志多賀、志越の各漁港には水揚げ施設がなく、佐賀漁港での水揚げに頼っているなど、地元
漁船はもとより、近隣の漁港を基地とする漁船が昼夜を問わず航行している海域である。
　この事業は、佐賀漁港を利用する漁船にとって、釜蓋瀬が航行上の障害物となっているため、この岩礁上
に灯標を設置して、障害物の所在を明らかにすることにより、航行船舶の安全の確保と運航能率の向上を図
ることを目的としたものである。

0.21

灯塔（鉄）、ＬＥＤ灯器、太陽電池装置、蓄電池
事業採択 平成１９年度 完了 平成１９年度

需要（-10%～+10%）　→　Ｂ／Ｃ（8.62～10.52）
社会的割引率（6%）　→　Ｂ／Ｃ（7.84）
創設費（+10%～-10%）　→　Ｂ／Ｃ（8.76～10.55）

・費用便益比が約９．６と便益が費用を十分上回っていることに加え、地元漁業協同組合からも強い設置要望
があることから事業採択の前提条件は整っている。
・また、付近海域では、過去４年間での乗揚げ・衝突海難事故は発生していないものの、海難発生の蓋然性
が高い海域であることから、その未然防止の効果が期待できる。
以上より、本事業の実施は妥当である。

【内訳】
 輸送便益：2.4億円

【主な根拠】
 運航経費節減
（年間通航船舶隻数：約10万隻/年）

平成１８年度
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新規事業採択時評価　個票

実施箇所

完了

事業名(箇所名)

事業期間

総事業費(億円)

事業の緊急性

目的・必要性

事業諸元

北海道小樽市港町２６，１６８－１

計画課

便益の内訳
及び
主な根拠

事業全体の
投資効率性

計画の妥当性

緊急性の主な根
拠

妥当性の主な根
拠

132点

39

・入居予定官署は経年による老朽化及び狭隘化が進み、業務に支障を生じており、耐震安
全性が確保されていない。

EIRR (%)

評点

基準年度

121点

・建物性能の向上：50億円　(耐震安全性を確保した庁舎整備：13,275㎡)
・環境への配慮：0.07億円　(CO2削減：161,536kg-C/年)

平成18年度

評点

47

・既存庁舎の耐震化
・既存施設の老朽、一部狭あい

・都市計画・土地利用計画等に積極的に貢献している
・業務内容に応じ、適切な規模が設定され、敷地の高度利用について配慮している。

5.6B：総便益(億円)

・災害時の防災拠点としての機能・耐震安全性を確保する。
・環境配慮型官庁施設(ｸﾞﾘｰﾝ庁舎)として合同庁舎を整備することにより、地球温暖化対策
の推進に寄与する。
・市内に分散している官署を集約・立体化し、合同庁舎として整備することにより、利用者の
利便性、公務の能率増進を図る。

50 C:総費用(億円) B/C

（１）構造　：　ＲＣ-6
（２）規模　：　13,275㎡

その他

その他の効果等

B-C

平成19年度 平成21年度事業採択

1.1 4

・各入居官署の既存庁舎は、経年による老朽化が著しく、一部官署は業務量の増大や組織
統廃合による狭隘が生じているため、入居官署から早急な合同庁舎整備の要望がある。

官庁営繕事業

澤木　英二

事業
主体

北海道開発局

平成 年度18

担当課

担当課長名
小樽地方合同庁舎

19




